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  平 成 ２８年 ５月 ２５日  

日本原子力発電株式会社 

 
 

平成２７年度決算概況について 
 
 
 当 社 は、本 日 の取 締 役 会 において、平 成 ２７年 度 決 算 を下 記 のとおり決 定いたしまし

たので、来 る６月 ３０日 開 催 の第 ５９回 定 時 株 主 総 会 に報 告 することといたしました。 

 

記 

 

 当期の連結収支のうち収入面では、売上高（営業収益）は 1,149 億 200 万円（前期に

比べ 179 億 5,600 万円の減収）となり、これに営業外収益を加えた経常収益合計は、

1,165 億 5,600 万円となりました。 

 一 方 、支 出 面 につきましては、業 務 各 般 にわたり徹 底 した合 理 化 、効 率 化 の推 進 に 

よる諸経費の縮減に努めた結果、経常費用合計は 1,101 億 6,900 万円となりました。 

 以上により、経常利益は 63 億 8,700 万円（前期に比べ 5 億 6,300 万円の減益）とな

りました。これに核燃料の保有量調整に関する損失を特別損失として 13 億 1,400 万円

計上したことから、税金等調整前の当期純利益は 50 億 7,200 万円となり、法人税率の

変更に伴う繰延税金資産の取崩しを法人税等調整額に反映した法人税等控除後の当

期純利益は、12 億 8,900 万円となりました。 

なお、停 止 中 の既 設 プラントの再 稼 働 時 期 が未 定 であることから、売上 高 、費 用 とも

に不確定な要素が多く、平成 29 年 3 月期の業績予想については未定としております。 

 

以 上 



平成28年３月期　決算情報（連結）
平成28年5月25日

会 　    社  　   名　　日本原子力発電株式会社 ＵＲＬ　http://www.japc.co.jp
代　　　表　　　者　　（役職名） 村松　衛
定時株主総会開催予定日　　　平成28年6月30日
有価証券報告書提出予定日　 平成28年6月30日

（百万円未満切捨て）
１．平成28年3月期の連結業績（平成27年4月1日～平成28年3月31日）
　（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ ％ ％

28年3月期 114,902 －

27年3月期 132,859 －

（注）　包括利益　 　　28年3月期　△2,300百万円　（ － %）　 　27年3月期　△998百万円　（ － %）

円 銭 円 銭 ％ ％ 　％

28年3月期 107 50 －

27年3月期 △ 256 93 －

　（２）連結財政状態

百万円 ％ 円  銭

28年3月期 42

27年3月期 10
（参考）　自己資本　　　28年3月期　160,816百万円   27年3月期　163,117百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

△ 17.1

△ 13.7

    ％

取 締 役 社 長

総　資　産 純　資　産

817,892

8,266

6,852
百万円

売　上　高 営業利益 経常利益
親会社株主に

帰属する当期純利益

6,387

6,950

百万円

△ 13.5 △ 8.1 1,289
百万円

5.6 △ 20.1 △ 3,083

自己資本比率 １株当たり純資産

160,816 19.7
百万円

13,401

163,117 13,59319.4

6.2

6.0

△ 1.9

売　 上 　高
営業利益率

自  己  資  本
当期純利益率

総　 資 　産
経常利益率

839,419

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

0.8

0.8

0.8

　（３）連結キャッシュ フロ の状況

百万円

28年3月期

27年3月期

２．平成29年3月期の連結業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

　　現時点で未定であります。

３．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社　　　１社　　　（原電エンジニアリング株式会社）
　　　　＊原電事業㈱は、平成27年7月1日付で、原電ビジネスサービス㈱、原電情報システム㈱（いずれも当社の連結子会社）を
　　　　＊吸収合併し、原電エンジニアリング㈱に商号を変更しています。
　　　　＊リサイクル燃料貯蔵株式会社は、関連会社に該当しますが、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で
 　　　　　あるため、持分法を適用していません。
 　　　　　詳細は、「企業集団等の状況」をご覧下さい。

４．その他

　　重要な会計方針の変更
　　　　　①　会計基準等の改正に伴う変更　　　　　　有

　　　　　②　①以外の変更　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　　　③　会計上の見積りの変更　　　　　　　　　　 無

　　　　　④　修正再表示　　　　　　　　　　　　 　　　　　無

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 　　末 　　残 　　高

7,232 △ 5,456 59,5058,671

△ 4,776 △ 3,718 49,05826,938

百万円百万円 百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

２



平成２８年３月期　決算情報（個別）
（百万円未満切捨て）

１． 平成28年3月期の業績（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

　（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ ％ ％ ％

28年3月期 113,801 

27年3月期 131,894 

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年3月期 103 72 －

27年3月期 △317 83 －

　（２）財政状態

百万円 ％ 円 銭

28年3月期

27年3月期

（参考）　自己資本　28年3月期　160,771百万円　　27年3月期　159,559百万円

　（３）キャッシュ・フローの状況

百万円

28年3月期

百万円

経常利益 当期純利益

百万円

831,770

自  己  資  本
当期純利益率

0.8

売　上　高 営業利益

百万円

5.7 6,731 5,400 △25.3

△13.7 6,492 

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

総　資　産

△3,813 -

5,911 

△17.7

9.5 1,244 △3.6 -

0.6

総　 資 　産
経常利益率

売　 上 　高
営業利益率

0.7

△2.4

5.7

5.1

百万円

807,267 160,771 19.9

自己資本比率 １株当たり純資産純　資　産

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 　　末 　　残 　　高

13,397 59

19.2 13,296 61159,559

百万円 百万円

7 931 8 960 △ 6 037 55 431
百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

28年3月期

27年3月期

２．平成29年3月期の業績予想（平成28年4月１日～平成29年3月31日） （％表示は対前期増減率）

　　現時点で未定であります。

7,931 8,960 △ 6,037 55,431

25,912 △ 5,303 △ 3,813 44,576

３



【連結財務諸表関係】

連 結 貸 借 対 照 表
平成２８年３月３１日現在

日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

前　期　末 当　期　末 比　　較 前　期　末 当　期　末 比　　較

721,838   699,252   △ 22,585 517,552   506,421   △ 11,130  

電気事業固定資産 150,484   133,017   △ 17,467 40,000     40,000     -             

142,209   125,260   △ 16,949 27,324     22,780     △ 4,544    

8,208       7,690       △ 518     28,718     27,788     △ 930      

66           66           -            179,500   166,134   △ 13,365  

12,257     12,747     490          

その他の固定資産 1,558       1,292       △ 265     2,584       2,584       -             

21,406     25,404     3,997        

固定資産仮勘定 203,975   198,303   △ 5,672  198,884   203,137   4,253        

161,126   162,557   1,431       6,876       5,844       △ 1,031    

33,024     26,497     △ 6,527  

9,824       9,248       △ 576     

106,777   116,026   9,248       158,749   150,653   △ 8,096    

15,850     15,850     -            7,657       7,547       △ 109      

90,926     100,175   9,248       107,000   107,000   -             

1,264       259         △ 1,004    

259,041   250,613   △ 8,428  5,540       2,304       △ 3,235    

69,874     53,716     △ 16,157 37,287     33,541     △ 3,746    

1,200       1,200       -            

95,701     100,597   4,895       

20,409     25,183     4,774       676,302   657,075   △ 19,227  

71,856     69,916     △ 1,940  

117,581   118,639   1,058       163,215   164,505   1,289        

16,559     16,005     △ 553     資 本 金 120,000   120,000   -             

39,604     36,923     △ 2,681  利 益 剰 余 金 43,215     44,505     1,289        

38,499     49,499     11,000     

3,387       2,870       △ 516     

3,192       2,957       △ 235     △ 98      △ 3,688  △ 3,590    

16,339     10,382     △ 5,956  その他有価証券評価差額金 △ 27      △ 60      △ 32        

退職給付に係る調整累計額 △ 70      △ 3,627  △ 3,557    

163,117   160,816   △ 2,300    

839,419   817,892   △ 21,527 839,419   817,892   △ 21,527  

原 子 力 廃 止 関 連 仮 勘 定

災 害 損 失 引 当 金

業 務 設 備 長 期 未 払 債 務

貸 付 設 備

資        産        の        部 負    債    及   び   純　資　産   の    部

科                    目 科                    目

固 定 資 産 固 定 負 債

建 設 仮 勘 定

退 職 給 付 に 係 る 負 債

除 却 仮 勘 定

核 燃 料 流 動 負 債

社 債

原 子 力 発 電 設 備 長 期 借 入 金

使 用 済 燃 料 再 処 理 等 引 当 金

使用済燃料再処理等準備引当金

装 荷 核 燃 料 １ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債

加 工 中 等 核 燃 料 短 期 借 入 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

投資その他の資産 未 払 税 金

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

そ の 他 の 流 動 負 債

使用済燃料再処理等積立金

長 期 前 払 費 用 負 債 合 計 ＿

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産 株 主 資 本

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

短 期 投 資

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

合                    計 合                    計

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

その他の包括利益累計額

そ の 他 の 流 動 資 産

純 資 産 合 計 ＿

４



【連結財務諸表関係】

連 結 損 益 計 算 書

平成２７年４月　1日から

平成２８年３月３１日まで

日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

費        用        の        部 収        益        の        部

前　　期 当　　期 比　　較 前　　期 当　　期 比　　較

124,593    108,050    △ 16,543 132,859    114,902    △ 17,956 

123,638    106,852    △ 16,785 131,813    113,719    △ 18,093 

955         1,197       242         1,046       1,183       136         

(8,266) (6,852) (△ 1,413)

3,198       2,119       △ 1,079   1,883       1,653       △ 229     

2,146       2,027       △ 118     1,398       1,386       △ 12       

1,052       92           △ 960     484         266         △ 217     

127,792    110,169    △ 17,622 134,743    116,556    △ 18,186 

6,950       6,387       △ 563     

4,366       1,314       △ 3,052   

4,366       1,314       △ 3,052   加工中等核燃料保有量調整損失

当 期 経 常 利 益

特 別 損 失

受 取 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用 そ の 他 の 営 業 外 収 益

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

支 払 利 息

科                    目

営 業 費 用 営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益

科                    目

そ の 他 事 業 営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他 事 業 営 業 費 用

営 業 外 費 用

2,583       5,072       2,488       

5,667       3,782       △ 1,884   

2,015       165         △ 1,850   

3,651       3,616       △ 34       

△ 3,083   1,289       4,373       

△ 3,083   1,289       4,373       
親会社株主に帰属する当期純利益
( △ 純 損 失 )

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 ( △ 純 損 失 )

５



【連結財務諸表関係】

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
平成２７年４月　１日から

平成２８年３月３１日まで

日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

株　  主　  資　  本

　当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 120,000 43,215 163,215 △ 27 △ 70 △ 98 163,117

　連結会計年度中の変動額

　　　 － 1,289 1,289 － － － 1,289

－ － － △ 32 △ 3,557 △ 3,590 △ 3,590

　連結会計年度中の変動額合計 － 1,289 1,289 △ 32 △ 3,557 △ 3,590 △ 2,300

　当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 120,000 44,505 164,505 △ 60 △ 3,627 △ 3,688 160,816

純 資 産
合     計

資  本  金
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金

その他の包括利益累計額

株主資本以外の項目の当該連結
会計年度中の変動額（純額）

親会社株主に帰属する
当期純利益

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計
利益剰余金

６



【連結財務諸表関係】

　１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項及び連結の範囲又は持分法の適用の範囲の変更に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

　　 1)連結子会社の数及び連結子会社の名称

　　　　すべての子会社を連結している。

　　　　連結子会社の数  １社

　　　　連結子会社の名称は以下のとおりである。

　　　　　 原電エンジニアリング㈱

　　2)前連結会計年度において連結子会社であった、原電ビジネスサービス㈱、原電情報システム㈱は、平成27年7月1日に連結子会社である

　　　原電事業㈱に吸収合併されたため、連結の範囲から除いている。

　　　なお、原電事業㈱は、原電エンジニアリング㈱に商号を変更している。

（２）持分法の適用に関する事項

　　　　持分法を適用しない関連会社の名称　　　リサイクル燃料貯蔵㈱

　　　　上記の関連会社は、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であるため、持分法を適用していない。

（３）会計方針に関する事項

　　 1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　① 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　時価のないものは総平均法による原価法によっている。

　　　　　規定される決算報告日に応じて入手可能な最近決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっている。

　　　　② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　貯蔵品は収益性の低下に基づく簿価切下げを行う移動平均法による原価法によっている。

　　2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産は定率法、ただしそのうち原子力発電設備の一部は定額法によっている。

　　　作成のための重要な事項」に記載している。

   3）重要な引当金の計上基準

　　　　　使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の見積額のうち、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上する方法によっている。

　　　　　会計年度から具体的な再処理計画のある使用済燃料が発生する期間にわたり営業費用として計上することとしている。

　　　　　によっている。

　　　　　見積額を計上している。

   4）その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　　　①　特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法　 

　　　　　期間に安全貯蔵予定期間を加えた期間にわたり、定額法により原子力発電施設解体費として費用計上する方法によっている。

　　　　②　原子炉の廃止を決定した場合の会計処理方法

　　　　  よっている。

　　　　　　なお、当連結会計年度末の原子力発電設備に含まれている敦賀発電所１号機に係る廃止措置資産の残高は19,431百万円である。

　　　　③   退職給付に係る負債の計上基準

　　　　　当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上する方法によっている。

　　　　　 よっている。

　　　　　　数理計算上の差異は、発生した翌連結会計年度から３年間で定額法により費用処理することとしている。

　　　　　　過去勤務費用は、発生時より３年間で定額法により費用処理することとしている。

　　　　　（追加情報）

　　　　　債務へ変更している。

　　　　　  この結果、退職給付に係る負債が1,046百万円増加し、同額の営業費用が計上されている。

　　　　④ 消費税等の会計処理

　　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　⑤ ヘッジ会計の方法

　　　　　 ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。

７

平成27年7月1日の連結子会社同士の合併に伴い、簡便法により算定していた被合併会社の退職給付債務を原則法により算定した退職給
付

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に

うえで、経済産業大臣の承認を受けた日の属する月以降、料金回収に応じて、原子力廃止関連仮勘定償却費として費用計上する方法に

に関する省令」（平成元年5月25日 通商産業省令 第30号）の規定に基づき、原子力発電施設解体費の総見積額を、発電設備の見込運転

エネルギー政策の変更等に伴って原子炉を廃止する場合の会計処理の方法は、当該原子炉に係る原子力発電設備（原子炉の廃止に

必要な固定資産、原子炉の運転を廃止した後も維持管理することが必要な固定資産（以下、「廃止措置資産」という。）並びに資産除去

債務相当資産を除く。）、当該原子力発電設備に係る建設仮勘定及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込価額を除く。

以下、「原子力発電設備等簿価」という。）並びに当該原子炉の廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等費及び核燃料の解体に要する費用

（以下、「原子力廃止関連費用相当額」 という。）については、経済産業大臣へ承認申請した額を原子力廃止関連仮勘定に振替・計上した

　　　　　にわたり営業費用として計上することとしており、平成20年度以降の計上額は毎期均等の3,691百万円である。

また、使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に係る見積差異は電気事業会計規則取扱要領第81の規定により、発生した翌連結

② 使用済燃料再処理等準備引当金は、再処理を行う具体的な計画を有していない使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てる

ため、その再処理等の実施に要する費用の見積額のうち、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上する方法

③ 災害損失引当金は、東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用又は損失に備えるため、当連結会計年度末における

有形固定資産のうち、特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法は、「原子力発電施設解体引当金

その他有価証券のうち時価のあるものは時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）、

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、 組合契約に

また、有形固定資産のうち、特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法は、 「4）その他連結計算書類

① 使用済燃料再処理等引当金は、使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため、再処理を行う具体的な計画を有する

なお、平成16年度末までに発生した使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の見積額のうち、平成17年度の引当計上基準変更に

伴い生じた差異については電気事業会計規則附則第2条（平成17年9月30日 経済産業省令 第92号）に基づき、平成17年度から15年間に



【連結財務諸表関係】

　２．会計方針の変更

    （企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。

　３．一株当たり情報に関する注記

 一株当たり純資産額　　　 13,401円42銭

 一株当たり当期純利益 107円50銭

　４．その他の注記

　法人税率の変更に伴う繰延税金資産の金額の修正

一時差異については、主として前連結会計年度の28.9％から28.0％に変更）。

42百万円増加し、法人税等調整額(借方)に2,167百万円を計上している。

８

「所得税法等の一部を改正する法律」及び 「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年3月29日に国会で成立したことに伴い、

3月31日に解消が見込まれる一時差異について、主として前連結会計年度の28.9％から28.2％に変更。平成30年4月1日以降に解消が見込まれる

当連結会計年度末における繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率を変更している（平成28年4月1日から平成30年

これに伴い、繰延税金資産が2,210百万円減少し、その他有価証券評価差額金(借方)は0百万円増加、退職給付に係る調整累計額(借方)は

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

25年9月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成25年9月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等



最近の収支状況等について（連結決算）

（単位：億円）

23　年　度 24　年　度 25　年　度 26　年　度 27　年  度

　　

(1,460) (1,524) (1,258) (1,328) (1,149)

1,479 1,550 1,280 1,347 1,165

1,386 1,540 1,193 1,277 1,101

93 10 87 69 63

108 － 53 43 13

△15 10 33 25 50

経 常 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

（ 売 上 高 ）

経 常 収 益

経 常 費 用

△128 △5 16 △30 12

(△ 93.8) （　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

10 - - - -

1.1 0.1 1.0 0.8 0.8

△ 7.5 △ 0.3 1.0 △ 1.9 0.8

1,214 2,009 1,820 1,788 1,743

19.1 17.9 19.6 19.4 19.7

（注）金額は億円未満を切捨て、販売電力量は億ｷﾛﾜｯﾄ時未満を四捨五入。

      販売電力量の（  ）内は、対前年度増加率（％）。

総 資 産 経 常 利 益 率 （ ％ ）

当 期 純 利 益

販 売 電 力 量 （ 億 ｷ ﾛ ﾜ ｯ ﾄ 時 ）

Ｒ Ｏ Ｅ

自己資本当期純利益率（％）

Ｒ Ｏ Ａ

有 利 子 負 債 残 高

自 己 資 本 比 率 （ ％ ）

９



企  業  集  団  の  状  況

中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力株式会社に販売している。

一 般 電 気 事 業 者 電 気 事 業 関 連 事 業

東 京 電 力 株 式 会 社 原電エンジニアリング株式会社

関 西 電 力 株 式 会 社

日本原子力発電株式会社

東 北 電 力 株 式 会 社

中 部 電 力 株 式 会 社 役務の提供 リサイクル燃料貯蔵株式会社

  電力の販売

当社は原子力発電所の運転を行うことによって発電した電力を東北電力株式会社、東京電力株式会社、

業務の
請負・委託

業務、放射線管理業務、情報処理システムの開発及び保守に関する業務を請負・委託している。

な お 、 関 連 会 社 と し て 原 子 力 発 電 所 か ら 発 生 す る 使 用 済 燃 料 の 貯 蔵 ・ 管 理 及 び こ れ に

附帯関連する事業を行うことを目的としたリサイクル燃料貯蔵株式会社がある。

また、子会社である原電エンジニアリング株式会社には、発電所及びその附帯設備の運転保守管理

　　　［事業系統図］

北 陸 電 力 株 式 会 社

当社

連結子会社

持分法非適用関連会社

その他の関係会社

１０



【個別財務諸表関係】

貸  借  対  照  表

日本原子力発電株式会社  (単位:百万円)

 固    定    資    産 　 718,743 　 694,315 △ 24,428  固    定    負    債 　 512,021 　 494,785 △ 17,236

電 気 事 業 固 定 資 産 　 151,949 　 133,395 △ 18,554 　 40,000 　 40,000 　  　　　－

原 子 力 発 電 設 備 　 144,098 　 125,995 △ 18,103 　 27,250 　 22,750 △ 4,500

業 務 設 備 　 7,784 　 7,333 △ 450 　 28,718 　 27,697 △ 1,021

貸 付 設 備 　 66 　 66 　  　　　－ 　 3,692 　 2,823 △ 869

　 1,091 　 865 △ 226

固 定 資 産 仮 勘 定 　 204,046 　 198,391 △ 5,654 　 15,031 　 13,039 △ 1,991

建 設 仮 勘 定 　 161,196 　 162,645 　 1,449 　 179,500 　 166,134 △ 13,365

除 却 仮 勘 定 　 33,024 　 26,497 △ 6,527 　 12,257 　 12,747 　 490

原 子 力 廃 止 関 連 仮 勘 定 　 9,824 　 9,248 △ 576 　 2,584 2,584 　  　　　－

　 　 　 198,884 203,137 　 4,253

核       燃       料 　 106,777 　 116,026 　 9,248 　 3,010 3,005 △ 4

装 荷 核 燃 料 　 15,850 　 15,850 　  　　　－

加 工 中 等 核 燃 料 　 90,926 　 100,175 　 9,248  流    動    負    債 　 160,190 151,711 △ 8,478

　 　 　 　 7,574 7,493 △ 80

投 資 そ の 他 の 資 産 　 255,970 　 246,501 △ 9,468 　 107,000 107,000 　  　　　－

長 期 投 資 　 69,658 　 53,572 △ 16,085 　 309 215 △ 94

関 係 会 社 長 期 投 資 　 2,017 　 2,017 　  　　　－ 　 1,241 3,428 　 2,187

使 用 済 燃 料 再 処 理 等 積 立 金 　 95,701 　 100,597 　 4,895 　 27,352 22,286 △ 5,065

長 期 前 払 費 用 　 20,388 　 25,168 　 4,780 　 4,777 2,051 △ 2,726

繰 延 税 金 資 産 　 68,204 　 65,145 △ 3,058 　 87 81 △ 6

　 11,839 9,141 △ 2,697

　 　 8 11 　 3

 流    動    資    産 　 113,027 　 112,952 △ 74

現 金 及 び 預 金 　 12,077 　 11,931 △ 146 負   債   合   計 　 672,211 646,496 △ 25,714

売 掛 金 　 39,217 　 36,587 △ 2,630

諸 未 収 入 金 　 10,289 　 2,975 △ 7,313  株　　主　　資　　本 　 159,587 160,831 　 1,244

短 期 投 資 　 38,499 　 49,499 　 11,000 資        本        金 　 120,000 120,000 　  　　　－

貯 蔵 品 　 3,376 　 2,856 △ 519 利   益   剰   余   金 　 39,587 40,831 　 1,244

前 払 費 用 　 38 　 100 　 61 　そ の 他 利 益 剰 余 金 　 39,587 40,831 　 1,244

関 係 会 社 短 期 債 権 　 1,577 　 401 △ 1,176 別 途 積 立 金 　 30,000 30,000 　  　　　－

繰 延 税 金 資 産 　 2,917 　 2,745 △ 171 繰 越 利 益 剰 余 金 　 9,587 10,831 　 1,244

雑 流 動 資 産 　 5,033 　 5,854 　 820

 評 価・換 算 差 額 等  △ 27 △ 60 △ 32

その他有価証券評価差額金  △ 27 △ 60 △ 32

純　資　産　合　計 　 159,559 160,771 　 1,211

　 831,770 　 807,267 △ 24,502 　 831,770 807,267 △ 24,502

資 産 除 去 債 務

雑 固 定 負 債

諸 前 受 金

短 期 借 入 金

買 掛 金

預 り 金

関 係 会 社 短 期 債 務

災 害 損 失 引 当 金

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 債 務

使 用 済 燃 料 再 処 理 等 引 当 金

関 係 会 社 長 期 債 務

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

使用済燃料再処理等準備引当金

比 　 較科             目 当  期  末前  期  末

平成２８年３月３１日現在

資         産         の         部 負　 債 　及　 び　 純　 資　 産 　の 　部

比　  較科              目 前  期  末 当  期  末

合             計 合             計

１ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 税 金

１１



【個別財務諸表関係】

損   益   計   算   書

平成２７年４月  １日から

平成２８年３月３１日まで

日本原子力発電株式会社 (単位:百万円)

営   業   費   用 125,162 107,308 △ 17,854 営   業   収   益 131,894 113,801 △ 18,093

125,162 107,308 △ 17,854 131,894 113,801 △ 18,093

原 子 力 発 電 費 112,643 96,216 △ 16,426 他 社 販 売 電 力 料 130,273 112,658 △ 17,615

貸 付 設 備 費 4 3 △ 0           電 気 事 業 雑 収 益 1,573 1,100 △ 472

一 般 管 理 費 10,853 9,042 △ 1,811 貸 付 設 備 収 益 47 42 △ 5

原 子 力 廃止 関連 仮勘 定償 却費 -         576 576

事 業 税 1,662 1,469 △ 192

営 業 利 益 (6,731) (6,492) (△ 238)

営   業   外   費   用 3,153 2,116 △ 1,036 営   業   外   収   益 1,823 1,535 △ 287

2,136 2,024 △ 112 1,425 1,401 △ 24

支 払 利 息 2,136 2,024 △ 112 受 取 配 当 金 13 11 △ 2

受 取 利 息 1,412 1,390 △ 21

1,016 92 △ 924 397 134 △ 263

雑 損 失 1 016 92 △ 924 固 定 資 産 売 却 益 22 10 △ 11

電 気 事 業 営 業 収 益

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用

財 務 費 用 財 務 収 益

収            益            の            部

科　　　　　　　目 前     期 当     期 比   較当     期前     期科　　　　　　目比   較

費            用            の            部

雑 損 失 1,016 92 △ 924 固 定 資 産 売 却 益 22 10 △ 11

雑 収 益 374 123 △ 251

128,316 109,425 △ 18,891 133,717 115,337 △ 18,380

5,400 5,911 510

4,366    1,314 △ 3,052

4,366    1,314 △ 3,052

1,033 4,597 3,563

法    人    税    等 4,847 3,352 △ 1,495

1,307 110 △ 1,197

3,539 3,242 △ 297

△ 3,813 1,244 5,058当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ）

当 期 経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

加 工 中 等 核 燃 料 保 有 量 調 整 損 失

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

１２



【個別財務諸表関係】

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

平成２７年４月　１日から

平成２８年３月３１日まで

日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

株　  主　  資　  本
評価・

換算差額等

利  益  剰  余  金

その他利益剰余金

　当 事 業 年 度 期 首 残 高 120,000 30,000 9,587 159,587 △ 27 159,559

　当事業年度変動額

　　　当　 期　 純　 利　　益 － － 1,244 1,244 － 1,244

－ － － － △ 32 △ 32

　当事業年度変動額合計 － － 1,244 1,244 △ 32 1,211

繰越利益剰余金別途積立金

株主資本以外の項目の
当該事業年度変動額（純額）

純資産
合 計

資  本  金
株主資本

合 計

その他
有価証券

評価差額金

　当 事 業 年 度 末 残 高 120,000 30,000 10,831 160,831 △ 60 160,771

１３



収 支 比 較 表 （個別決算）

比        較

(当期－前期) (当期/前期)% 前期 当期

　　

(131,894) (113,801) (△ 18,093) (86.3) (98.6) (98.7)

130,273 112,658 △ 17,615 86.5 97.4 97.7 

3,443 2,679 △ 764 77.8 2.6 2.3 

133,717 115,337 △ 18,380 86.3 100.0 100.0 

13,987 12,604 △ 1,382 90.1 10.9 11.5 

20,772 15,024 △ 5,747 72.3 16.2 13.7 

24,142 19,087 △ 5,054 79.1 18.8 17.4 

2,136 2,024 △ 112 94.8 1.7 1.9 

22,136 19,025 △ 3,110 85.9 17.3 17.4 

支 払 利 息

当   期

修 繕 費

項             目

益

収

( 売 上 高 )

前   期
構  成  比 (%)

費

減 価 償 却 費

(単位 :百万円)

バ ッ ク エ ン ド 費 用

電 力 料 収 入

そ の 他 収 入

合 計

人 件 費

45,141 41,658 △ 3,482 92.3 35.1 38.1 

128,316 109,425 △ 18,891 85.3 100.0 100.0 

5,400 5,911 510 

4,366          1,314 △ 3,052 

1,033 4,597 3,563 

4,847 3,352 △ 1,495 

1,307 110 △ 1,197 

3,539 3,242 △ 297 

△ 3,813 1,244 5,058 

(注) 百万円未満を切捨てて表示してあります。

売上高とは電気事業営業収益（他社販売電力料、電気事業雑収益、貸付設備収益）であります。

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ）

当 期 経 常 利 益

そ の 他 費 用

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

用

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

合 計
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平成23～27年度の年度別収支の主な特徴 (個別決算)

①　23年度

    ○販売電力量は東日本大震災及びトラブルに伴う各ユニットの計画外停止があったことから

  　　　前期に比べ93.8％減の10億キロワット時

○経常収益合計は前期に比べ16.5％減の1,470億円（減収）

○経常費用合計は前期に比べ14.6％減の1,394億円

○経常利益75億円（減益）

○特別損失として、東日本大震災により被災した資産の復旧費用等108億円を計上

②　24年度

    ○販売電力量は2011年５月以降、全ユニットが停止していることからゼロ

○経常収益合計は前期に比べ5.1％増の1,545億円（増収）

○経常費用合計は前期に比べ9.7％増の1,529億円

○経常利益16億円（減益）

③　25年度

    ○販売電力量は2011年５月以降、全ユニットが停止していることからゼロ

○経常収益合計は前期に比べ17.9％減の1,269億円（減収）

○経常費用合計は前期に比べ21.7％減の1,197億円

○経常利益72億円（増益）

○特別損失として、加工中等核燃料保有量調整損失等53億円を計上

④　26年度

○販売電力量は2011年５月以降、全ユニットが停止していることからゼロ

○経常収益合計は前期に比べ5.3％増の1,337億円（増収）

○経常費用合計は前期に比べ7.2％増の1,283億円

○経常利益54億円（減益）

○特別損失として、加工中等核燃料保有量調整損失43億円を計上

⑤　27年度

○販売電力量は2011年５月以降、全ユニットが停止していることからゼロ

○経常収益合計は前期に比べ13.7％減の1,153億円（減収）

○経常費用合計は前期に比べ14.7％減の1,094億円

○経常利益59億円（増益）

○特別損失として、加工中等核燃料保有量調整損失13億円を計上

(注)金額は億円未満を切捨て、電力量は億kWh未満を四捨五入
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最近の収支状況等について（個別決算）

（単位：億円）

23  年  度 24  年  度 25 年  度 26 年  度 27 年  度

　　

(1,452) (1,519) (1,248) (1,318) (1,138)

1,470 1,545 1,269 1,337 1,153

1,394 1,529 1,197 1,283 1,094

75 16 72 54 59

108 － 53 43 13

△ 32 16 18 10 45

（ 売 上 高 ）

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税引前当期純利益(△純損失)

△ 135 3 4 △ 38 12

(△ 93.8) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

10 - - - -

0.9 0.2 0.8 0.6 0.7

△ 8.0 0.2 0.3 △ 2.4 0.8

1,168 1,987 1,812 1,787 1,742

19.0 17.8 19.6 19.2 19.9

（注）金額は億円未満を切捨て、販売電力量は億ｷﾛﾜｯﾄ時未満を四捨五入。

      販売電力量の（  ）内は、対前年度増加率（％）。

販 売 電 力 量 （ 億 ｷ ﾛ ﾜ ｯ ﾄ 時 ）

Ｒ Ｏ Ａ

有 利 子 負 債 残 高

自 己 資 本 比 率 （ ％ ）

Ｒ Ｏ Ｅ

自己資本当期純利益率（％）

総 資 産 経 常 利 益 率 （ ％ ）

当 期 純 利 益 ( △ 純 損 失 )
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設備投資及び資金調達　（個別）

(単位:億円)

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

工 事 費 720 456 86 51 43

原 子 燃 料 255 137 68 46 15

合      計 975 593 154 98 59

(62) (△38) (214) (125) (125)

資 自 己 資 金 602 △225 330 123 104

金 (38) (138) (△114) (△25) (△25)

調 外 部 資 金 372 819 △175 △25 △45

達

合      計 975 593 154 98 59

（注）金額は億円未満を切捨て。

（注）上記設備投資（工事費）には リース資産を含まない

設

備

投

資

（注）上記設備投資（工事費）には、リ ス資産を含まない。
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